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図1 総合患者支援センター（入院前の薬剤師外来）の業務と保険薬局との連携

を指します。当院では総合内科・総合診療科の医師と看護師、
薬剤師がチームを組み、入院患者のポリファーマシーの有無を
評価し、少しでも減薬することで有害事象を減らしていく取り
組みを行っています」とチームの活動趣旨を述べる。
　同院では診療報酬が設けられる前から、薬剤部で薬剤管理
指導の一環としてポリファーマシー対策を実施していたが、
診療報酬新設後の2020年7月から総合内科・総合診療科医師と
看護師、薬剤師がチームカンファレンスを実施し、検討結果を
主治医に提案するチーム活動を実践するようになった。
　「薬剤師だけでポリファーマシーを指摘して処方提案していた
ころより、医師が入ったチームで提案するようになり、主治医は
受け入れやすくなったと感じます」と伊東先生。
　同院ポリファーマシー対策チームの業務の流れは次の通りだ。
①病棟薬剤師が、入院予定期間1週間以上、75歳以上で6剤
以上服用している症例をピックアップし、ポリファーマシー
対策チーム担当薬剤師に連絡する。

②週2回実施しているチームカンファレンスで検討する。基本的
には薬剤師が減薬の処方提案の原案を作り、医師、看護師
の意見を踏まえてチームの提案を作成する。

③チームの減薬提案を主診療科の主治医に提案。採否を
主治医が決定する。

　主診療科の主治医は他院や他科が処方した薬を、Do処方で
継続投与していることが多い。多剤投与例を分析すると、同一
成分の薬剤が重複投与されているといった単純なものから、
相互作用による有害事象が懸念されるもの、類似薬効を2剤
以上投与しているが治療効果に差がないと判断できるもの、
症状が改善して不要になっているもの、進行して効果が
期待できなくなっているものなど、多様なパターンのポリ
ファーマシーが見つかるという。多いものでは24剤も投与され、
7剤を中止または減量した例もある。

　同チームは減薬処方の内容とその理由を主治医に提案
する。その中には減薬提案だけでなく、有害事象をモニタ
リングする検査値への注意喚起なども含まれる。その結果、
処方が変更され、さらに変更前の処方が他院の処方であった
場合は、薬剤情報提供書に処方変更の内容と変更理由を記載
し、処方元の医療機関に情報提供している。お薬手帳にも
減薬の情報を記載し、かかりつけ薬局にも伝わるようにして
いる。
　「ただし、減薬によって逆に有害事象が起きてしまっては何の
意味もありません。そのため当院では、減薬してから1週間
以上入院期間があって経過観察できる患者さんだけを介入の
対象としています」と伊東先生は説明する。
　2020年7月～2023年3月までのチーム活動実績は、介入
患者数144名、延べ介入回数260、薬剤総合評価調整加算
（処方内容の変更）算定件数89、薬剤調整加算（2種類以上
減薬）算定件数28、情報提供用紙作成件数68となっているが、
「今までのところ、減薬をして特に問題が生じた例はありま
せん」と龍田先生。
　減薬提案の採用率（図3）は高い診療科で約79%、低い診
療科で約55%、平均すると65％程度で、「他院の医師が処方
した薬を中止することへの抵抗感はまだ少しありますが、
徐々に浸透してきていると感じています」と伊東先生は現状
を語るとともに、「入院日数短縮が進む急性期病院でのポリ
ファーマシーは限界がありますので、地域の他の病院へも
活動が広がってほしいと思っています」と話している。

　大分大学医学部附属病院（618床）の薬剤部は、薬剤師40人
（留学、育休中の3人を含む）、事務補佐員6人で、調剤業務や
病棟業務といった基本業務のほか、医療安全、感染制御、栄養
サポート、リエゾン、緩和ケア、心不全など、多数の医療チームに
加わって活動している。
　教授・薬剤部長の伊東弘樹先生は、「特に最近はさまざまな
場面で薬の専門家としてチーム活動に加わってほしいという
依頼が来るようになっています」と話す。
　その一つが、2020年7月から開始した総合患者支援セン
ターでの薬剤師外来である。同センターは、多職種が協力して
入退院支援と地域医療連携を行う部門であるが、薬剤師は

主に入院前の服用薬確認や術前中止薬の指導に関わっている。
　「もともとは当センターの看護師が患者さんの入院前に服用
薬を確認し、術前中止薬の指導を行っていたのですが、チェック
漏れがあって入院や手術が遅れるという事例が数件、インシ
デントレポートとして上がってきました。薬剤の種類が増え、
ジェネリック医薬品も多数市販されている状況ですので、
看護師だけでは限界があるということで、薬剤部に協力の
依頼があったのです」と伊東先生は経緯を説明する。
　同センターでは、入院前に服用薬管理が必要な患者さんが
来院したときに、薬剤師がオンコールで対応する。対象となる
のは外来で術前検査が行われる症例であり、検査予定日に
「薬剤師外来」の予約を入れ、検査当日に薬剤師が面談する。
　同センターでの薬剤師の業務（図1）は、患者さんが服用する
自院および他院の処方薬、サプリメント・市販薬を、持参薬と

お薬手帳、問診で確認し、アレルギー歴・副作用歴の確認、アド
ヒアランスの評価、ポリファーマシーの評価、さらに術前中止薬
の指導や持参薬持ち込み日数の調整などを行うことである。
　副薬剤部長の龍田涼佑先生は、「薬剤師の最も重要な仕事
は、患者さんの服用薬やサプリメントを確認して評価し、術前
中止薬の指示が医師から出ているか、患者さんが理解されて
いるかを確認し、指導することです。場合によっては薬局に
情報提供し、術前中止薬を一包化から抜いてもらうといった
連携を行います」と述べる。
　また、伊東先生は「入院前の服用薬管理に取り組む病院は
少なくないと思いますが、多くは病院完結型です。当院はこの
活動をかかりつけ薬局と連携して実施していることが特徴
です」と強調する。薬局と連携することにより、薬局での一包化
から術前中止薬を抜く、別薬袋にする、印を付けるといった
対応や、当該薬の中止や再開について薬局から重ねて指導して
もらうことが可能になる。
　そのために同院では、総合患者支援センターでの薬剤師
面談後、直ちに『入院前情報提供用紙』（図2）を発行し、薬局
に送付または患者さんが持参する形で連携する仕組みを構築
した。同情報提供用紙には、入院予定日や日数、入院理由、術前
中止薬の情報（薬剤名・中止日・中止理由）、薬局訪問予定日
などを記入するようになっている。

　また、もう一つ特徴的な取り組みは、入院時持参薬の持ち
込み日数の指示や調整である。同院では入院直後にも病棟
薬剤師が持参薬確認を行っているが、例えば、入院日数が2泊
3日であるのに、患者さんが30日分の薬を何種類も持ち込んだ
場合は、薬剤師の作業負担は大きなものになる。
　「入院中に服用する薬を入院日数分だけ持ち込んでもらえ
るなら、薬剤師の負担は軽減され、その分の時間をより重要な
業務に振り向けられます。入院前の薬剤師面談の際にそれを
患者さんにお願いしています。連携している薬局からも指導
し、中には入院時の持ち込み分だけを別薬袋に入れて患者
さんに渡してくださる薬局もあります」と龍田先生は話す。
　大学病院である同院には大分県全域から患者さんが来院
するため、入院前の連携を依頼するかかりつけ薬局も県内
全域に及ぶが、公益社団法人大分県薬剤師会の会議や同
薬剤師会会報でこの取り組みへの協力を求めたところ、今では
多数の薬局が入院前の薬薬連携に参加するようになっている。
　総合患者支援センターでの薬剤師外来実施件数は、2021年
7月～2023年10月までの2年4カ月間で合計1,351件。開始時
から対象としている整形外科が672件、腎臓外科・泌尿器科が
401件、耳鼻咽喉科・頭頸部外科が221件と大半を占めるが、
その他の診療科も58件と徐々に増えてきている。
　龍田先生は入院前の薬剤師外来の効果を実感できた事例
として、次のように述べる。
　「入院前の薬剤師面談で、患者さんが抗血小板作用のある
サプリメントを服用していると分かった例があります。手術での
出血を抑えるといったお話をして服用を中止していただきま
した。血栓ができやすいとされる低用量ピルを服用されている
患者さんもいました。こうしたものはお薬手帳にも記載されて
いないことが多く、手術のかなり前から服薬中止が必要になる
ため、入院前に見つけられて本当によかったと思います」
　一方で課題もある。伊東先生は、「外来で検査を行う患者
さんには介入できていません。例えば、造影検査や内視鏡検査
などの際も検査前から服用を中止しなければならない薬剤が
ありますので、事前に服用薬をチェックすることができれば、
医療安全、病院経営、患者サービスのいずれの面でも貢献
できるのではないかと考えています」と指摘している。

　同院薬剤部が開始したもう一つの取り組みが、ポリファーマ
シー対策チームである。
　伊東先生は、「ポリファーマシーは単に服用する薬剤数が多い
だけでなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬
過誤、服薬アドヒアランスの低下などの問題につながる状態
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保険薬局と連携した入院前の服用薬管理

医療機関 保険薬局入院前情報
提供用紙 お薬手帳

【確認事項】
●服用薬の確認
●サプリメント・市販薬の確認
●アレルギー歴・副作用歴の確認
●アドヒアランスの評価

●ポリファーマシーの評価
●術（処置）前の中止薬指導
●持参薬持ち込み日数の指示

【対応事項】
通常の投薬、服薬指導に加え
●手術（処置）日の確認
●中止薬剤の管理
　（別薬袋にする、印を付ける、一包化から抜く、など）

●持参薬の日数調整
●上記内容について患者指導

お薬手帳

お薬手帳

（龍田涼佑先生提供・監修のもと、ニプロ株式会社一部改変）
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図2 入院前情報提供用紙
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「薬剤師外来」の予約を入れ、検査当日に薬剤師が面談する。
　同センターでの薬剤師の業務（図1）は、患者さんが服用する
自院および他院の処方薬、サプリメント・市販薬を、持参薬と

お薬手帳、問診で確認し、アレルギー歴・副作用歴の確認、アド
ヒアランスの評価、ポリファーマシーの評価、さらに術前中止薬
の指導や持参薬持ち込み日数の調整などを行うことである。
　副薬剤部長の龍田涼佑先生は、「薬剤師の最も重要な仕事
は、患者さんの服用薬やサプリメントを確認して評価し、術前
中止薬の指示が医師から出ているか、患者さんが理解されて
いるかを確認し、指導することです。場合によっては薬局に
情報提供し、術前中止薬を一包化から抜いてもらうといった
連携を行います」と述べる。
　また、伊東先生は「入院前の服用薬管理に取り組む病院は
少なくないと思いますが、多くは病院完結型です。当院はこの
活動をかかりつけ薬局と連携して実施していることが特徴
です」と強調する。薬局と連携することにより、薬局での一包化
から術前中止薬を抜く、別薬袋にする、印を付けるといった
対応や、当該薬の中止や再開について薬局から重ねて指導して
もらうことが可能になる。
　そのために同院では、総合患者支援センターでの薬剤師
面談後、直ちに『入院前情報提供用紙』（図2）を発行し、薬局
に送付または患者さんが持参する形で連携する仕組みを構築
した。同情報提供用紙には、入院予定日や日数、入院理由、術前
中止薬の情報（薬剤名・中止日・中止理由）、薬局訪問予定日
などを記入するようになっている。

　また、もう一つ特徴的な取り組みは、入院時持参薬の持ち
込み日数の指示や調整である。同院では入院直後にも病棟
薬剤師が持参薬確認を行っているが、例えば、入院日数が2泊
3日であるのに、患者さんが30日分の薬を何種類も持ち込んだ
場合は、薬剤師の作業負担は大きなものになる。
　「入院中に服用する薬を入院日数分だけ持ち込んでもらえ
るなら、薬剤師の負担は軽減され、その分の時間をより重要な
業務に振り向けられます。入院前の薬剤師面談の際にそれを
患者さんにお願いしています。連携している薬局からも指導
し、中には入院時の持ち込み分だけを別薬袋に入れて患者
さんに渡してくださる薬局もあります」と龍田先生は話す。
　大学病院である同院には大分県全域から患者さんが来院
するため、入院前の連携を依頼するかかりつけ薬局も県内
全域に及ぶが、公益社団法人大分県薬剤師会の会議や同
薬剤師会会報でこの取り組みへの協力を求めたところ、今では
多数の薬局が入院前の薬薬連携に参加するようになっている。
　総合患者支援センターでの薬剤師外来実施件数は、2021年
7月～2023年10月までの2年4カ月間で合計1,351件。開始時
から対象としている整形外科が672件、腎臓外科・泌尿器科が
401件、耳鼻咽喉科・頭頸部外科が221件と大半を占めるが、
その他の診療科も58件と徐々に増えてきている。
　龍田先生は入院前の薬剤師外来の効果を実感できた事例
として、次のように述べる。
　「入院前の薬剤師面談で、患者さんが抗血小板作用のある
サプリメントを服用していると分かった例があります。手術での
出血を抑えるといったお話をして服用を中止していただきま
した。血栓ができやすいとされる低用量ピルを服用されている
患者さんもいました。こうしたものはお薬手帳にも記載されて
いないことが多く、手術のかなり前から服薬中止が必要になる
ため、入院前に見つけられて本当によかったと思います」
　一方で課題もある。伊東先生は、「外来で検査を行う患者
さんには介入できていません。例えば、造影検査や内視鏡検査
などの際も検査前から服用を中止しなければならない薬剤が
ありますので、事前に服用薬をチェックすることができれば、
医療安全、病院経営、患者サービスのいずれの面でも貢献
できるのではないかと考えています」と指摘している。

　同院薬剤部が開始したもう一つの取り組みが、ポリファーマ
シー対策チームである。
　伊東先生は、「ポリファーマシーは単に服用する薬剤数が多い
だけでなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬
過誤、服薬アドヒアランスの低下などの問題につながる状態

入院時持参薬の持ち込み日数を調整する

医師・看護師とのチームで
ポリファーマシーを提案

（龍田涼佑先生提供）
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図3 ポリファーマシー対策の診療科別実績と減薬提案の採用率

を指します。当院では総合内科・総合診療科の医師と看護師、
薬剤師がチームを組み、入院患者のポリファーマシーの有無を
評価し、少しでも減薬することで有害事象を減らしていく取り
組みを行っています」とチームの活動趣旨を述べる。
　同院では診療報酬が設けられる前から、薬剤部で薬剤管理
指導の一環としてポリファーマシー対策を実施していたが、
診療報酬新設後の2020年7月から総合内科・総合診療科医師と
看護師、薬剤師がチームカンファレンスを実施し、検討結果を
主治医に提案するチーム活動を実践するようになった。
　「薬剤師だけでポリファーマシーを指摘して処方提案していた
ころより、医師が入ったチームで提案するようになり、主治医は
受け入れやすくなったと感じます」と伊東先生。
　同院ポリファーマシー対策チームの業務の流れは次の通りだ。
①病棟薬剤師が、入院予定期間1週間以上、75歳以上で6剤
以上服用している症例をピックアップし、ポリファーマシー
対策チーム担当薬剤師に連絡する。

②週2回実施しているチームカンファレンスで検討する。基本的
には薬剤師が減薬の処方提案の原案を作り、医師、看護師
の意見を踏まえてチームの提案を作成する。

③チームの減薬提案を主診療科の主治医に提案。採否を
主治医が決定する。

　主診療科の主治医は他院や他科が処方した薬を、Do処方で
継続投与していることが多い。多剤投与例を分析すると、同一
成分の薬剤が重複投与されているといった単純なものから、
相互作用による有害事象が懸念されるもの、類似薬効を2剤
以上投与しているが治療効果に差がないと判断できるもの、
症状が改善して不要になっているもの、進行して効果が
期待できなくなっているものなど、多様なパターンのポリ
ファーマシーが見つかるという。多いものでは24剤も投与され、
7剤を中止または減量した例もある。

　同チームは減薬処方の内容とその理由を主治医に提案
する。その中には減薬提案だけでなく、有害事象をモニタ
リングする検査値への注意喚起なども含まれる。その結果、
処方が変更され、さらに変更前の処方が他院の処方であった
場合は、薬剤情報提供書に処方変更の内容と変更理由を記載
し、処方元の医療機関に情報提供している。お薬手帳にも
減薬の情報を記載し、かかりつけ薬局にも伝わるようにして
いる。
　「ただし、減薬によって逆に有害事象が起きてしまっては何の
意味もありません。そのため当院では、減薬してから1週間
以上入院期間があって経過観察できる患者さんだけを介入の
対象としています」と伊東先生は説明する。
　2020年7月～2023年3月までのチーム活動実績は、介入
患者数144名、延べ介入回数260、薬剤総合評価調整加算
（処方内容の変更）算定件数89、薬剤調整加算（2種類以上
減薬）算定件数28、情報提供用紙作成件数68となっているが、
「今までのところ、減薬をして特に問題が生じた例はありま
せん」と龍田先生。
　減薬提案の採用率（図3）は高い診療科で約79%、低い診
療科で約55%、平均すると65％程度で、「他院の医師が処方
した薬を中止することへの抵抗感はまだ少しありますが、
徐々に浸透してきていると感じています」と伊東先生は現状
を語るとともに、「入院日数短縮が進む急性期病院でのポリ
ファーマシーは限界がありますので、地域の他の病院へも
活動が広がってほしいと思っています」と話している。

　大分大学医学部附属病院（618床）の薬剤部は、薬剤師40人
（留学、育休中の3人を含む）、事務補佐員6人で、調剤業務や
病棟業務といった基本業務のほか、医療安全、感染制御、栄養
サポート、リエゾン、緩和ケア、心不全など、多数の医療チームに
加わって活動している。
　教授・薬剤部長の伊東弘樹先生は、「特に最近はさまざまな
場面で薬の専門家としてチーム活動に加わってほしいという
依頼が来るようになっています」と話す。
　その一つが、2020年7月から開始した総合患者支援セン
ターでの薬剤師外来である。同センターは、多職種が協力して
入退院支援と地域医療連携を行う部門であるが、薬剤師は

主に入院前の服用薬確認や術前中止薬の指導に関わっている。
　「もともとは当センターの看護師が患者さんの入院前に服用
薬を確認し、術前中止薬の指導を行っていたのですが、チェック
漏れがあって入院や手術が遅れるという事例が数件、インシ
デントレポートとして上がってきました。薬剤の種類が増え、
ジェネリック医薬品も多数市販されている状況ですので、
看護師だけでは限界があるということで、薬剤部に協力の
依頼があったのです」と伊東先生は経緯を説明する。
　同センターでは、入院前に服用薬管理が必要な患者さんが
来院したときに、薬剤師がオンコールで対応する。対象となる
のは外来で術前検査が行われる症例であり、検査予定日に
「薬剤師外来」の予約を入れ、検査当日に薬剤師が面談する。
　同センターでの薬剤師の業務（図1）は、患者さんが服用する
自院および他院の処方薬、サプリメント・市販薬を、持参薬と

お薬手帳、問診で確認し、アレルギー歴・副作用歴の確認、アド
ヒアランスの評価、ポリファーマシーの評価、さらに術前中止薬
の指導や持参薬持ち込み日数の調整などを行うことである。
　副薬剤部長の龍田涼佑先生は、「薬剤師の最も重要な仕事
は、患者さんの服用薬やサプリメントを確認して評価し、術前
中止薬の指示が医師から出ているか、患者さんが理解されて
いるかを確認し、指導することです。場合によっては薬局に
情報提供し、術前中止薬を一包化から抜いてもらうといった
連携を行います」と述べる。
　また、伊東先生は「入院前の服用薬管理に取り組む病院は
少なくないと思いますが、多くは病院完結型です。当院はこの
活動をかかりつけ薬局と連携して実施していることが特徴
です」と強調する。薬局と連携することにより、薬局での一包化
から術前中止薬を抜く、別薬袋にする、印を付けるといった
対応や、当該薬の中止や再開について薬局から重ねて指導して
もらうことが可能になる。
　そのために同院では、総合患者支援センターでの薬剤師
面談後、直ちに『入院前情報提供用紙』（図2）を発行し、薬局
に送付または患者さんが持参する形で連携する仕組みを構築
した。同情報提供用紙には、入院予定日や日数、入院理由、術前
中止薬の情報（薬剤名・中止日・中止理由）、薬局訪問予定日
などを記入するようになっている。

　また、もう一つ特徴的な取り組みは、入院時持参薬の持ち
込み日数の指示や調整である。同院では入院直後にも病棟
薬剤師が持参薬確認を行っているが、例えば、入院日数が2泊
3日であるのに、患者さんが30日分の薬を何種類も持ち込んだ
場合は、薬剤師の作業負担は大きなものになる。
　「入院中に服用する薬を入院日数分だけ持ち込んでもらえ
るなら、薬剤師の負担は軽減され、その分の時間をより重要な
業務に振り向けられます。入院前の薬剤師面談の際にそれを
患者さんにお願いしています。連携している薬局からも指導
し、中には入院時の持ち込み分だけを別薬袋に入れて患者
さんに渡してくださる薬局もあります」と龍田先生は話す。
　大学病院である同院には大分県全域から患者さんが来院
するため、入院前の連携を依頼するかかりつけ薬局も県内
全域に及ぶが、公益社団法人大分県薬剤師会の会議や同
薬剤師会会報でこの取り組みへの協力を求めたところ、今では
多数の薬局が入院前の薬薬連携に参加するようになっている。
　総合患者支援センターでの薬剤師外来実施件数は、2021年
7月～2023年10月までの2年4カ月間で合計1,351件。開始時
から対象としている整形外科が672件、腎臓外科・泌尿器科が
401件、耳鼻咽喉科・頭頸部外科が221件と大半を占めるが、
その他の診療科も58件と徐々に増えてきている。
　龍田先生は入院前の薬剤師外来の効果を実感できた事例
として、次のように述べる。
　「入院前の薬剤師面談で、患者さんが抗血小板作用のある
サプリメントを服用していると分かった例があります。手術での
出血を抑えるといったお話をして服用を中止していただきま
した。血栓ができやすいとされる低用量ピルを服用されている
患者さんもいました。こうしたものはお薬手帳にも記載されて
いないことが多く、手術のかなり前から服薬中止が必要になる
ため、入院前に見つけられて本当によかったと思います」
　一方で課題もある。伊東先生は、「外来で検査を行う患者
さんには介入できていません。例えば、造影検査や内視鏡検査
などの際も検査前から服用を中止しなければならない薬剤が
ありますので、事前に服用薬をチェックすることができれば、
医療安全、病院経営、患者サービスのいずれの面でも貢献
できるのではないかと考えています」と指摘している。

　同院薬剤部が開始したもう一つの取り組みが、ポリファーマ
シー対策チームである。
　伊東先生は、「ポリファーマシーは単に服用する薬剤数が多い
だけでなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬
過誤、服薬アドヒアランスの低下などの問題につながる状態

減薬提案の採用率は平均65％程度

　大分赤十字病院（340床）の薬剤部は薬剤師が17人、薬剤補
助員が3人。病院の理念である「救急・災害医療、がんの診療、
生活習慣病における急性期診療において最善の医療を提供
します」に基づき、24時間体制で医薬品に関する専門家として
の使命を果たすことを目指している。
　県内の大学に薬学部が存在しない大分県は、薬剤師確保が
困難な地域の一つである。直近2年間の薬剤師国家試験合格
者数・都道府県別ランキングでは、2022年3月が41位、2023年
3月が42位で、合格者数は九州で最も少ない。県内の大多数
の病院において薬剤師が不足し、人材確保と育成が最大の
課題となっている。
　大分赤十字病院薬剤部長の宗広樹先生は、「当院でも薬剤
師の募集をかけてもなかなか応募がなく、1年以上欠員状態
が続いていました。ただ、欠員状態になったことで病院の経営
幹部と薬剤師の確保について話し合う機会が増え、医療安全
や高度な薬物治療への影響、病棟薬剤業務加算などの診療
報酬面での影響など、薬剤師不足が病院経営上のリスクに
なることを認識してもらうきっかけにもなりました」と話す。
　就活イベントへ参加したり、病院実習の学生に声を掛けたり
して、何とか2024年度は新卒者を確保できる見通しであるが、
宗先生は「随時採用から新卒薬剤師定期採用への転換、新卒
薬剤師に対する奨学金返済支援制度の検討など、これを機に
さらに積極的な確保策を講じていこうと思っています」と今後
の目標を述べるとともに、「就活中の薬学生と話すと、待遇面

だけでなく、入職後のキャリアアップの体制が充実しているか
どうかが、大きな関心事であると感じます。ですから、ここ3～
4年は若手薬剤師のキャリアアッププランの整備と教育研修
に力を注いできました」と続ける。

　日本赤十字社には全国の赤十字病院や血液センターに
勤務する薬剤師約2,000人が参加する「日赤薬剤師会」があり、
薬剤師とその業務に関するさまざまな支援を行っているが、
その一環として2020年1月に「病院勤務薬剤師における
人材育成標準プログラム」が作成された。それをベースに、
大分赤十字病院でも自院の実態に即した若手薬剤師キャリア
アッププラン（次ページ・図1）を作成。これに沿って若手薬剤師
の育成をスタートした。
　同キャリアアッププランは、新卒1年目、2～3年目、4～5年目、
6年目以上の4段階で目標を定めて資質向上を図っていこうと
するものであり、「調剤や病棟などの日常業務を習得するのは
当然ですので、目標として研究学術活動に関する学会発表や
認定資格取得に関する項目を明示するようにしました」と宗先生
は説明する。
　2019年度の新卒薬剤師の例を挙げると、1年目は調剤、
抗がん薬調製、病棟薬剤師業務などを経験するとともに大分県
薬剤師学術大会で発表、2年目は薬剤部内で症例発表、3年目
は別の病棟に移り、日本医療薬学会などでのポスター発表、
4年目は日本病院薬剤師会の病院薬学認定薬剤師を取得し、

整備され、緊急を要しない疑義照会はチャット機能を用いて
行うことが可能となった。薬剤部とは離れた外来化学療法室
に隣接した調製室で行っている抗がん薬のミキシングでは、
スマートフォンの画像で監査業務を行う効率化も実践している。
　さらに宗先生は、「医師からタスクシフトを受けるためには、
薬剤師のタスクシフトも進めなければなりませんが、その上で
薬剤補助員の存在は欠かせません。特に経験のある薬剤
補助員の重要性は今後高まっていくと考えているため、非正規
雇用から正規雇用に切り替えるといった待遇改善も考えて
いきたいと思います」と述べる。

　同院薬剤部は、近年、保険薬局との連携強化にも注力して
きた。2021年から開始したのが、がん領域のトレーシング
レポートの受け付けと病院ホームページでの化学療法レジメン
の公開である。宗先生は、「トレーシングレポートの件数は月に
数件程度ですが、重要な副作用報告もありますし、こちらから
副作用モニタリングを依頼することもあり、薬物治療の安全に
貢献できていると思います」と述べる。
　また、同院では2023年から、予定入院の患者さんにかかり

つけ薬局で入院前に服用薬を整理してもらうことを勧めて
いる（図3）。専用の「入院前服薬確認情報提供書」の様式も
定め、受診中の医療機関、診療科、服用中の薬剤一覧（用法
用量、服用開始時期、一包化や粉砕などの処方状態、入院時持参
予定日数）、副作用・アレルギー歴、市販薬・健康食品、術前中
止薬指示の遵守状況なども記入してもらうようになっている。
　まだ開始したばかりであり、実績の集計には至っていない
が、「入院後の持参薬確認に要する時間が薬剤師も看護師も
削減できますし、持参薬に関するさまざまなインシデントが
回避できるという点で医療安全の面で有用だと期待しています。
持参した数が合わなくて服用していない、用法用量が誤って
いたなど、持参薬管理を徹底するのはなかなか困難でした
が、薬局の協力で少しでも解消することができればと思って
います」と宗先生は狙いを語る。
　どのような取り組みを開始するにしても、まず必要になるのは
人材である。
　「待遇を大きく改善するのはなかなか困難ですが、新卒薬剤師
に明確なキャリアプランを示して支援することで薬剤師本人の
満足度を高め、成長した薬剤師が次の世代の薬剤師を教育
することにより、部員の年齢構成バランスも取れ、組織として
成熟することができると考えています。中長期的な視点で人員
確保、育成策を考えていきます」と宗先生は話している。

日本病院薬剤師会雑誌での論文掲載、日赤薬剤師会九州ブロック
研修会での症例発表を行うなど、順調にキャリアを重ねて
いる。また、指導役の薬剤師には、新卒者の気持ちが分かる
入職3～5年目の年齢の近い薬剤師を起用したという。学会
への参加、資格の取得・更新に要する参加費用や旅費は以前
から病院で負担している。

　2023年3月の同院の各種認定・資格取得状況は図2の通りだ。
中でも日本化学療法学会抗菌化学療法認定薬剤師2人、日本
病院薬剤師会感染制御認定薬剤師2人、同感染制御専門薬剤師
1人と、感染症関連の認定・資格取得状況が比較的充実している。
　「そのため、抗菌薬適正使用支援チームに専従で薬剤師を
配属することができ、耐性菌の発生予防、抗菌薬の削減による
経営面の効果などで、医師、看護師、経営者などから大きな
信頼を得ることができました。感染制御、栄養サポート、緩和
ケア、褥瘡対策など多数の医療チームで薬剤師が専門性を
発揮しています」と宗先生。
　また、同院では全薬剤師が集まって業務報告、症例報告、
業務の改善のための話し合いなどを行う「薬剤部会」（写真）
を月1回、開催している。院内の薬剤部会で行う症例報告は、
学会発表に先立つリハーサルとなり、互いに評価し合うことで
完成度を高めることができる。
　最近の薬剤部会の中心的なテーマは、病棟薬剤業務実施率
の向上である。同院では一般病棟の全てで病棟薬剤業務を
実施するようになったが、「単に件数を増やすよりも、できる
だけ多くの患者さんに実施することを目指す」という方針に
基づき、同部会で各病棟の実施率を報告し、実施できなかった

症例を振り返るなどして、質を高めることに力を注いでいる。
　「この取り組みを始めるまでは、全国の赤十字病院の中では
病棟薬剤業務実施率が低い方でしたが、今では70％程度に
高まり、平均的なレベルに引き上げることができました」と
宗先生は成果を示す。日赤薬剤師会の調査に基づいて、全国的
な比較検討が行えることも同院の強みの一つといえる。

　一方で、薬剤師が病棟薬剤業務などの新たな業務に取り
組む時間を捻出するための効率化も実施した。例えば、看護部
との話し合いにより、毎日13時～15時の間を緊急以外の
薬剤払い出しを行わない時間帯に設定し、この時間帯を担当
薬剤師が病棟薬剤業務だけに専念できるようにした。また、
薬剤部としてWi-Fi環境を整備し、添付文書の参照などの作業を
タブレット端末を用いてできるようにした。患者さんへの服薬
指導もタブレット端末で動画を見せながら行えるようになった。
　医師との連絡や薬剤師同士の連絡を行うスマートフォンも

整形外科

心臓血管外科

耳鼻咽喉科・頭頸部外科

産科婦人科

腎臓外科・泌尿器科

消化器外科

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
（％）

70.0

54.5

79.2

77.8

72.0

59.4

57.7

■ 採用率■診療科の内訳

耳鼻咽喉科・
頭頸部外科心臓血管外科整形外科診療科 産科婦人科 腎臓外科・

泌尿器科 消化器外科 その他

全年度合計

割合（％）

採用回数

採用率（％）

52

31.9

30

57.7

32

19.6

19

59.4

25

15.3

18

72.0

9

5.5

7

77.8

24

14.7

19

79.2

11

6.7

6

54.5

10

6.1

7

70.0

整形外科
32%

心臓血管外科
20%

耳鼻咽喉科・頭頸部外科
15%

腎臓外科・泌尿器科
15%

産科婦人科 5%

消化器外科
7%

その他
6%

（龍田涼佑先生提供・監修のもと、ニプロ株式会社一部改変） 
4


